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イノベーションによる温暖化問題解決のあり方は： 

イノベーションシステム論から複雑系理論へ 

 

杉山大志 

 

要約 

地球温暖化対策の解決に向けたイノベーションのためには、政府の積極的な介入が重要と

されてきた。即ち、太陽電池等の有望技術を特定した上で、研究開発補助や再エネ全量買

取り制度等の、技術開発政策を実施することが広く行われてきた。この理論的根拠となっ

てきたのは、「イノベーションシステム論」であった。だが近年の ICT等のイノベーション

を観察すると、温暖化対策技術のイノベーションにとってより本質的なのは、対象を特定

した政府の技術開発政策ではなく、科学技術全般の進歩であることが強く示唆される。こ

の状況を記述する適切な枠組みは「複雑系理論」であり、これに立脚すると、全く異なる

政策的示唆が得られる。即ち、温暖化対策技術のイノベーションを起こすためには、科学

技術全般のイノベーションが重要であり、後者は経済成長との好循環において実現される。

故に、温暖化対策は、経済成長と調和する形で実施しなければ、長期的な実効性を損なう。 
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１ 既存の統合評価モデル（IAM）による２℃シナリオ 

 

既存の IAM による２℃シナリオ（＝地球温暖化による温度上昇を産業革命前から比べて

２℃以下に抑制するシナリオ）では、政治的には完全な国際協力、経済的には高い限界費

用、技術的にはバイオエネルギーおよび CO2回収貯留技術（BECCS）の多用という、いずれ

も困難な仮定を置いている(IPCC 2014)。このため現実には、BECCS 以外のイノベーション

なくして２℃という目標が達成できるとは考え難い。 

IAMにおいてイノベーションは多様な方法で表現されてきた。マクロには過去の計測等に

基づいて全要素生産性の一定率の改善を想定したり、計量経済的に計測される弾性値を用

いた推計をしてきた。ミクロには、個別の技術予測に基づいたり、時間とともに技術コス

トが一定率で低減すると想定したり、累積生産量に応じてコストがべき乗測に沿って低下

するという習熟曲線が用いられた。だが将来の事象には不確実性があり、これらの方法論

による予言能力には限界がある。特に、ミクロでの個別技術については、既存技術に基づ

いた予測にとどまり、未知の技術について取り扱うことはできなかった。では未来技術の

前駆として、ここ数年ではどのようなイノベーションがあっただろうか。 

 

２．近年のイノベーション 

 

 ここ数年のイノベーションについて、温暖化対策に関係する目立ったものを挙げてみる。

太陽電池のコストは急激に下がった(NREL 2016)。アラブ首長国連邦（UAE）では３セント

/kWhという入札価格が実現した。携帯機器用途の技術開発によってバッテリー技術が進み、

電気自動車のコストも急激に下がった(Nykvist and Nilsson 2015）。AI はディープラーニ

ングで劇的に発達し、IOT・ロボット技術等との相乗効果を生み出して、自動運転車が実現

した。これは渋滞や空ぶかしを無くすのみならず、自動車の数も激減させ、カーシェアリ

ングや電気自動車の導入も誘発して、大幅な CO2削減につながる可能性がある(Wadud 2015)。

工場・オフィス・家庭でも空調や照明の知能化を活用した革新的な省エネが実現しつつあ

る(JEITA 2016, GeSI 2015)。更に、計算機能力の発達により、材料や構造のシミュレーシ

ョン等を通じ、高機能かつ安価な材料が実現され、水素燃料電池自動車のコストも急激に

下がった(井熊・木通 2016)。 

 以上の特徴として、半導体・AI・IOT・ロボット等の ICTを初めとした科学技術全般が急

速に進歩しており、その恩恵を受ける形で温暖化問題に関係するエネルギーの生産・利用

システムにも急激な進歩がみられる(経産省 2016)。では、かかるイノベーションは、どの

ように理論的に整理できるのか。 

 

３．イノベーションシステム論と複雑系理論 

 温暖化問題の文脈でイノベーションを扱う伝統的な方法はイノベーションシステム論で
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あった(GEA 2012 24 章, 木村 2015 1章, IPCC 2014 15.5.8)。そこでは、ある技術に注目

して、研究開発・実証・普及の段階に応じて、それぞれに政府介入の適切なあり方がある

とする。政府介入が必要なのは、「研究開発の便益は社会全般が広範に受けるので、民間の

一企業がその負担を担うのでは社会全体からみて研究開発投資が不足する」という「専有

可能性の問題」があるためである。温暖化対策については、これにさらに環境外部性の内

部化という理由が付け加わることになる。 

他方で AIによる省エネのように、現実を観察すると、温暖化対策技術の進歩といっても、

温暖化問題とは直接関係のない、科学技術全般の進歩の恩恵を大きく受けている(杉山 

2016a; 2016b Nemet 2012）。特に近年ではこの傾向が顕著である。このような事象を記述

する枠組みとしては、イノベーションシステム論よりも複雑系理論が適切である。 

 

４．複雑系理論における温暖化対策イノベーション 

 複雑系理論におけるイノベーションの扱いは Kauffman, Arthur らによって始められた。

新しい技術は古い技術の組み合わせで生じて、生物進化と類似の様相を持つ。生物進化同

様、偶然性と経路依存性が存在するため、どのような技術が将来に実現するかを予言する

ことは極めて難しい(Kauffman 2000, 1995; Arthur 2015, 2009; Arthur and Polak, 2006; 

Solée etal. 2013)。既存技術の蓄積が進み、また ICTが発達したことで、イノベーション

はますます加速している(Kelly 2016; 2010)。 

複雑系理論の観点からは、温暖化対策イノベーションはそれが単独で起きるものではなく、

科学技術全般の進歩の中でその１つの組み合わせとして誕生することが、当然のこととし

て理解される。そしてこれは近年のイノベーションの動態をよく表している。 

例えば AIの中核技術であるディープラーニングは、ゲーム機の技術であるグラフィック

プロセシングユニット（GPU）やウェブ上のホビー目的のビッグデータ等が先行技術となっ

て「隣接可能性(Montemurro and Zanette 2016; Kauffman 2000; Jonson 2010)」が成立し、

実現した(Kelly 2016,)。これを活用して、自動運転・革新的な省エネ等の、広範な温暖化

対策技術が可能になりつつある(NEDO 2016; JEITA 2016, GeSI 2015)。 

一度隣接可能性が成立した技術については、活発な研究開発が行われ、速やかにイノベ

ーションが起きることが観察されてきた。この現象は「同時発生」「発明の同時性」「発見

の複数性」等、様々な呼称で研究された(Jones 2016; Ridley 2015; Voss 1984; Ogburn and 

Dorothy Thomas 1922)。将来においても AIや IOTの発達によって隣接可能性領域が拡大す

ることで、革新的な温暖化対策技術が生まれ、大規模な温室効果ガス排出削減が可能にな

ることが予想される。 

以上で説明したイノベーションの動学について図 1に例示する。 

近年、企業はプラットフォームの活用やビジョンの共有等の手段を通じて産業エコシス

テムを形成することを重視しているが、これは、自社のイノベーションのために、固有の

技術に加えて、他者の所有する技術を積極的に取り込むことを重視するからに他ならない。
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これはイノベーションシステム論の用語で言えばスピルオーバーが重要な役割を果たして

いる、ということになる。 

イノベーションシステム論においても、スピルオーバーの重要性はたびたび指摘されて

きた（今中 2010; 2009, Clark et al 2006; 2002）。しかし、特に政策論争となると、スピ

ルオーバーは特段の理由なくアプリオリに捨象され、イノベーションシステム論がデフォ

ルトの枠組みとして選択されたが故に、半ば自明な結論として、積極的な技術開発政策介

入が正当化されてきた(GEA 2012; IPCC 2014 15.5.8)。 

だが、実は先行技術からのスピルオーバーが十分に存在することこそが、当該イノベー

ションにとっての鍵である、ということが近年の ICT 革命の示唆するところである。そこ

でスピルオーバーといった名前が暗示するような副次的な位置づけではなく、それこそが

本質的である、と位置づけると、これが複雑系理論の枠組みとなる。 

以上の対比を図２，図３に整理する。 

  



5 

 

 

 

 

図１ 科学技術全般のイノベーションの恩恵を受けて、温暖化対策技術のイノベーショ

ンが起きる（ディープラーニングの例）。 

 

イノベーションは、先行する科学技術の組み合わせで生じる。この場合は革新的な人工

知能技術であるディープラーニングが、先行する人工知能技術であるパーセプトロン（A）、

ウェブ上にホビー目的で蓄積された画像データ（B）と、ゲーム機での利用で発達した並列

計算技術である GPU（C）の組合せで誕生している。以上の技術は、何れも地球温暖化問題

とは全く関係ない理由で開発されてきた。 

更に、ディープラーニングには、温暖化対策以外の用途も多くある（A）が、温暖化対策

技術のイノベーションをももたらす。直接的な CO2 削減技術としては、例えば居室の画像

解析によって空調機器の負荷を推計し制御してオフィスでの省エネをもたらすことができ

る（B）。更に、自動走行技術に活用されると、カーシェアリングや電気自動車の推進にも

繋がり、大規模な CO2 排出を削減するポテンシャルを持つ（C）。 
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(A)                                      (B) 

 

 

    

              (C)                                       (D) 

 

図２ イノベーションシステム論の概念図。(A)各技術に研究開発(Research&Development)、

実証(Demonstration), 普及(Diffusion)の段階がある。(B)これを推進するプレーヤーや制

度のあり方が「イノベーションシステム」として議論されてきた。(C) 異なる技術間での

知見の波及はスピルオーバーとして研究されてきた。だが、(D)政策論争においては、スピ

ルオーバーの役割は特段の理由なくアプリオリに捨象され、テクノロジープッシュ(補助金

等による研究開発促進)およびデマンドプル（全量買取り制度等による需要創出）といった

積極的な政策介入の重要性を論じるものが主流だった。 
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                    (A) 

 

 

                   (B) 

 

図３ イノベーションについての複雑系理論の概念図。(A)あらゆる新技術は先行技術の組

み合わせから生まれる。(B) 技術の組み合わせは無限に連鎖し、次々に新しい技術が生ま

れる。この過程は生物系の進化に似る。（図２(C)において、羽根型に書いた RDD のプロセ

スを１点に縮約し、スピルオーバーの線のみを取り出すと、このダイアグラムになる）。 
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５．ICTによる温室効果ガス排出削減ポテンシャル推計事例 

ICT による排出削減ポテンシャルの推計は Laitner を嚆矢とする(Laitner 2003)。GeSI

は ICT によって、経済成長を促進し、人類のあらゆる福祉を向上させる一方で、その言わ

ば副産物としてエネルギー効率の大幅改善と CO2 の大規模削減が可能になる、という考え

方を提示した。ICT によって省エネや農業部門の温室効果ガス削減が可能であり、2030 年

時点における世界の温室効果ガス排出量の 20％が削減できるという(GeSI 2015)。 

この推計は部門別・技術別にベースラインに対する削減量積み上げを行ったものである。

ただしこれでは方法論的に過小評価であるという指摘がある。ICTの本領は経済活動全般の

効率を高めることによって GDPとエネルギー消費量のデカップリングを起こすことにある、

と考えられるからである(Laitner 2010)。これはすでに先進国で観察されつつあるとする

見方もある(Laitner 2015)。だが具体的な推計はまだ研究途上であり、論争されている。 

他方で、経済活動が高まることによってかえってエネルギー消費が増大するというリバ

ウンド効果の存在も懸念されるが、これについてはあまりまだ議論が深まっていない

(Wadud 2015; GeSI 2015）。 

 

６．地球規模での急減な排出削減への寄与 

 ICT をはじめとした科学技術全般の急速な進歩によって地球規模での急減な排出削減が

起きる可能性はある。例えば、太陽電池、電気自動車等のコストがさらに下がり、既存技

術とコスト的に遜色が無くなり1、爆発的な普及が起きるかもしれない。AI、IOT を駆使し

た省エネ、自動運転を活用した運輸部門の再編は、いずれもエネルギー消費を劇的に削減

する可能性がある。 

省エネの主要な障壁は情報の非対称（簡単に言えば、省エネをどのように進めていけば

コスト削減になるかといった情報の収集と分析能力の不足のこと）であったが、ICTはこれ

を取り除く(Rogers et al 2015)。 

これらはいずれも 2030年といった早い段階でも大規模な排出削減のポテンシャルを持つ

が、その推計は難しい。というのは、AI 一つをとっても、2030 年に今程度の実力なのか、

それとも多くの局面で人間を凌駕する (Brynjolfsson and McAfee 2011; Ford 2009) のか

分からないからである。人間を凌駕するならばあらゆる劇的な省エネができるし、太陽電

池の製造工程を改善し、設置工事もロボットが行うことで、太陽電池のコストは更に激減

するだろう。 

 

７．科学技術全般の進歩と経済成長 

 経済成長のためには技術進歩が重要であることは、成長会計において全要素生産性の改

                                                   
1 化石燃料利用等の既存技術のコストも下がるので、必ずしも再生可能エネルギー等のほう

が安くなるとは限らない(Covert and Knittel 2016; Mills 2015）が、イノベーションは何れ

も入手可能なコストまで低減させることになるだろう。 
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善が経済成長に寄与すること等、経済学者の間で広い見解の一致がある。他方でその逆と

して、経済成長率が高い方が技術進歩は早いという点は、成長会計においては自明ではあ

るが、そのメカニズムについて統一的に論じたものは、意外なことに無いようだ。その代

わり、以下の３つが経済成長と科学技術全般の進歩の好循環のメカニズムとして知られて

いる。第１は汎用化技術の理論であり、蒸気機関、電気技術、ICTの３つが汎用的技術とし

て、技術進歩が経済成長を促し、また経済活動が技術進歩を促すという、好循環の核にな

った(Helpman 2004; Bresnahan et al1995; 井熊・木通 2015)。第２は産業集積の理論で

あり、例えば米国西海岸等に地理的に産業が蓄積することで、やはり好循環の核となった

(Moretti 2012; Florida 2008）。第３に、市場経済では、常に断片的な知見を組み合わせ

て新しいものを生み出すことが行われており、市場経済が活発に活動するとイノベーショ

ンが創出される(Ridley 2015; Friedman 1980; Read 1958)。 

 

８. 政策的含意 

 以上の考察の政策的含意として、まず第１に、IOT、AI、ロボット等の ICTをはじめとし

た科学技術全般の進歩が重要であることが分かる。この促進のためには経済活動が活発で

あることと、適切な規制体系が必要である。自由な企業活動を阻害する規制によって欧州

での ICTイノベーションは米国に大きく遅れたとされる(Thierer 2014)。 

 伝統的なイノベーションシステム論に立脚した、温暖化対策技術に特化した技術開発政

策は、当該技術についての隣接可能性領域を探る意味で、有益である。ただしそれは必ず

科学技術全般の進歩から恩恵を受けるものであることから、当該技術だけに予算をつぎ込

めば目的が達成されるというものではない。 

のみならず、温室効果ガス削減を目的とした政策介入が不適切であると、科学技術全般

の進歩が妨げられたり、マクロ経済が悪化したりして、かえって温暖化対策イノベーショ

ンを妨げてしまう可能性もあり、注意が必要である(杉山 2016a; 2016b)。 

 なお、イノベーションは温暖化対策のコストを下げて大規模な排出削減を可能にするポ

テンシャルを秘めているが、未曾有の経済的豊かさをもたらすため、巨大なリバウンド効

果を起こして、むしろエネルギー消費量と温室効果ガス排出量を増大させる可能性もある。

これを防ぐためには、イノベーションを妨げないようにしつつ、何らかの政策介入によっ

て温室効果ガスを削減することが必要である。 

  

最後に理論的な面でいくつか補足する。本稿で論じたように、イノベーションシステム

論か複雑系理論かという選択によって、政策提言の方向は大きく影響を受ける。理論枠組

みの選択が政策提言のあり方を変えるのは経済理論ではよくあることだが、この場合もそ

の例に漏れないということだ。対象となる系の現実に即した枠組みを選ばないと、結論を

誤ることになる。 

なおイノベーションについて複雑系理論自体は目新しいが、イノベーションとは技術の



10 

 

新しい組合せで起きるということは、元々シュンペーターが言い出したことであり、複雑

系理論は衣替えした先祖返りでもある。 

本稿は、温暖化対策技術政策を対象として、イノベーションシステム論に代えて複雑系

理論を適用した初めての試みであった。 
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